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「価格交渉促進月間」における取組

業所管省庁

下請事業者

親事業者

中小企業庁

経営陣

調達部門

②フォローアップ調査
親事業者による対応や回答について
・アンケート調査
・下請Gメンによるヒアリング調査

③企業リストの公表
④指導・助言の実施

⑤改善の指示 ①価格交渉促進月間
の積極周知・広報

（毎年９月、３月）

※回答が親事業者に
知られないよう、
匿名性の確保を徹
底し集計

価格交渉の活発化、
価格転嫁の増加

⚫ 中小企業の賃上げ実現の鍵となる価格交渉、価格転嫁を経済界全体で促すため、毎年３月と９月を「価格交渉促進月間」と設
定し、経済界に周知・依頼（①）。

⇒ 成果を確認するため、各「月間」の終了後、価格交渉、価格転嫁それぞれの実施状況について、中小企業に対して「①アンケー
ト調査（30万社）、②下請Ｇメンによるヒアリング」を実施し、結果を取りまとめ。

⇒ 業界ごとの取組状況や、社名公表等により経営陣にも関与させ、取引方針の改善に繋げてきた。

⚫ 2021年９月に開始。 2024年９月には、７回目の「価格交渉促進月間」を実施。
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2024年９月 価格交渉促進月間フォローアップ調査の概要

• 原材料費やエネルギー費、労務費等が上昇する中、多くの中小企業が価格交渉・価格転嫁できる環境整備のため、2021年９月
より毎年９月と３月を「価格交渉促進月間」と設定。2024年９月で７回目。

• 成果を確認するため、各「月間」の終了後、価格交渉、価格転嫁の実施状況について、中小企業に対して「①アンケート調査、②下
請Ｇメンによるヒアリング」を実施。必要に応じて大臣名での指導・助言等に繋げていく。

①アンケート調査

○調査の内容
中小企業等に、2024年４月～2024年９月末までの期間における、発注企業（最大3社分）との間の価格交渉・転嫁の状況を問うアンケート票を送付。
調査票の配布先の業種は、経済センサスの産業別法人企業数の割合（BtoC取引が中心の業種を除く）を参考にして抽出。

○配布先の企業数 30万社

○調査期間 2024年９月25日～11月11日

○回答企業数 51,282社（回答から抽出される発注企業数は延べ54,430社）

※回答企業のうち、取引先がグループ企業のみなどの理由により、回答対象外の企業は14,166社

※参考：2024年３月調査：46,461社（延べ67,390社）

2023年９月調査：36,102社（延べ44,059社）

○回収率 17.1％（※回答企業数／配布先の企業数）

※参考：2024年３月調査：15.5％、2023年９月調査：12.0％

②下請Gメンによるヒアリング調査

○調査の内容
発注企業との間における価格交渉の内容や転嫁状況等について、全国の中小企業から広くヒアリングを実施。

○調査期間 2024年10月21日～12月中旬（予定）

○ヒアリング件数 約2,000社（予定） 4



⚫ 「発注側企業から申し入れがあり、価格交渉が行われた」割合（①）は、前回から約２ポイント増の28.3％。

⚫ 「価格交渉が行われた」割合（①②）も前回から約１ポイント増の86.4％。

⚫ 「価格交渉が行われなかった」割合（③④⑤）は減少（前回14.8％→13.6％）。

➢ 発注企業からの申し入れは浸透しつつあるものの、引き続き、受注企業の意に反して交渉が行われなかった者が
約1.5割。引き続き、労務費指針の徹底等による価格交渉・転嫁への機運醸成が重要。
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価格交渉の状況 ※ 「価格交渉は不要」との回答を除いた場合の回答分布

①26.3%

②58.9%

③0.5%

④11.2%

⑤3.1%

①28.3%

②58.1%

③0.4%
④10.2%

⑤3.0%

n=34,586n=47,005

３月 ９月
①
発注企業から、交渉の申し入れがあり、
価格交渉が行われた。

②
受注企業から、発注企業に交渉を申し出、
価格交渉が行われた。

③
コストが上昇し、発注企業から申し入れが
あったが、発注減少や取引停止を恐れ、
発注企業からの申し入れを辞退した。

④
コストが上昇したが、発注企業から申し入れ
がなく、発注減少や取引停止を恐れ、
交渉を申し出なかった。

⑤

コストが上昇し、発注企業から申し入れがな
く、
受注企業から交渉を申し出たが、
応じてもらえなかった。

価格交渉が
行われた
86.4％

発注企業からの
申し入れにより、
交渉が行われた

85.2％

価格交渉が
行われなかった
13.6％14.8％

直近６か月間における価格交渉の状況
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価格転嫁の状況【コスト全般】

①22.6%

②17.6%

③10.2%

④26.8%

⑤21.4%

⑥1.3%

①25.5%

②18.7%

③10.4%

④25.4%

⑤18.8%

⑥1.2%

３月 ９月

①10割

②9割、8割、7割

③6割、5割、4割

④3割、2割、1割

⑤０割

⑥マイナス

n=38,575n=58,682

※「価格転嫁は不要」との回答を除いた場合の回答分布

⚫ コスト全体の価格転嫁率は49.7％、今年３月より約３ポイント増加（前回46.1%→49.7％）。

⚫ 「全額転嫁できた」割合（①）は、前回から約３ポイント増の25.5％。

⚫ 「一部でも転嫁できた」割合（①②③④）も前回から約３ポイント増の79.9％。

⚫ 「転嫁できなかった」「マイナスとなった」割合（⑤⑥）は減少（22.8％→20.1％）。

⚫ 価格転嫁の状況は改善してはいるが、転嫁できない企業との二極化がみられ、転嫁対策の徹底が重要。

直近６か月間における価格転嫁の状況

全額転嫁ができた

一部でも価格転嫁できた
79.9％77.2％

全く転嫁できず
20.1％22.8％

転嫁率【コスト全般】

：46.1％

転嫁率【コスト全般】

：49.7％
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中国地域の「価格転嫁の好事例」
中小企業庁では、3月と9月を「価格交渉促進月間」と設定し、価格交渉・価格転嫁の促進のための広報や講習会、月間後の
フォローアップ調査を行っています。また、全国に下請Gメンを配置し、発注側企業との価格交渉の内容や転嫁状況等について
中小企業からヒアリングを行っています。ヒアリングの中から中国地域の「価格転嫁の好事例」についてご紹介します。

• 担当者が来社され改善した今後の購買方針を説明してもらうなど｢価格交渉促進月間フォローアップ調査の企業リスト｣※での公表結果により
取引姿勢の変化があった。そのため、公表資料である最低賃金の上昇率や電力会社からの自社購買単価などを用いて資料を作成し、交渉し
た結果、3週間程度の短期間で満額回答を得た。 (取引先:電気電子情報通信)

• 発注側企業が各種コストの上昇分を価格転嫁に反映させるための積算様式を作成してくれたため、それを用いて協議した結果、初めて値上
げを認めてもらえた。(取引先:アルミダイキャスト製品製造)

• 原材料費、発送費、労務費が上昇したことに加え、工場の設備機械等のメンテナンス費用も値上がりしたこともあり、上昇分を踏まえた単価アッ
プを交渉した結果、100％認められた。また、当社が外注して使用する部品についても外注先からの価格改定の案内文書を根拠に交渉した
ところ、100％価格転嫁が認められた。この発注側企業は当社の置かれた業界の状況も理解して、サプライチェーン全体を考慮して単価に反映
してくれている。(取引先:産業機械)

※注：価格交渉促進月間のフォローアップ調査において、10 社以上の回答者（受注側中小企業）から「主要な取引先」として挙げられた発注側企業の価格交渉や
価格転嫁の状況を点数化したリスト。平均点が低い区分に分類された事業者の多くは、自社ＨＰ等で改善への取組を公表するなど価格交渉や価格転嫁に向けた動
きがみられる。

好事例
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発注者側の事業者が「代表権のある者の名前」で、
①サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携、
②下請企業との望ましい取引慣行（下請振興法の
振興基準）の遵守、
の２点を宣言するもの。宣言内容は特設サイトで公表。

大企業・中小企業に関わらず

サプライチェーン全体での連携

宣言！

代
表
者

パートナーシップ構築宣言ポータルサイトURL

https://www.biz-partnership.jp/

１．パートナーシップ構築宣言とは

２．宣言公表企業のメリットは

宣言公表企業には、国の一部補助金の
加点措置あり。
中堅以上の企業が賃上げ促進税制を利
用する場合、宣言が要件。

３．価格交渉ハンドブック（中企庁HP）

２．下請かけこみ寺

１．価格転嫁サポート窓口

⚫ 全国のよろず支援拠点に設置。
⚫ 価格交渉に関する基礎的知識の習得支援
や原課計算の手法の習得支援を実施。

⚫ 価格交渉のノウハウを整理したもの。
⚫ 交渉準備編と交渉実戦編あり。

⚫ 全国の産業振興機関に設置。
⚫ 代金の未払い・減額、不当なやり直し・返品、
受領拒否、買いたたき、知財やノウハウ関連
のトラブルなどへの相談や紛争解決（弁護士
によるＡＤＲ）を実施。

⚫ フリーダイヤル ：0120-418-618

パートナーシップ構築宣言 価格転嫁等サポート体制

「パートナーシップ構築宣言」の普及啓発を行うとともに、価格転嫁等のサポート体制の強化を行っている。

適切な価格転嫁等の実現に向けた取組
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応援します！♯パートナーシップ構築宣言
中国経済産業局では「応援します！＃パート
ナーシップ構築宣言」と題して、大企業と中小
企業が共に成長できる持続可能な関係の構築に
向けた取組を進める企業を応援し、宣言の輪を
拡大して「イコールパートナー」を地域の文化
とするため、価格転嫁の好事例も含めた中国地
域での取組事例を紹介しています。

リョービ株式会社（広島県府中市 アルミダイキャスト製品製造）

https://www.chugoku.meti.go.jp/seisaku/chusho/sitauke.html#07

https://www.chugoku.meti.go.jp/seisaku/chusho/sitauke.html#07
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新たな取引適正化対策の全体像 ～取引段階ごとの課題への対応～
（１ 価格転嫁）

完成品

メーカー

組立メーカー

（一次下請）

部品メーカー

（二次下請）

部品メーカー

（三次下請）
部品メーカー

（四次下請）

資本金
（例）100億円

資本金
(例）10億円

資本金
（例）３億円超

資本金
（例）5000万円

資本金
（例）2000万円

下請法
対象取引

〇下請法改正・執行強化（下請法改正）

・  「協議に応じない価格決定」等を新たに禁
止する下請法改正（案）の検討。

・ 下請法執行： 公正取引委員会との連携強
化（個別事件ごとの早期連携）、下請Ｇメン
による調査結果の活用。

・ 勧告を受けた企業へ、補助金交付や入札
参加資格を停止する方策の検討。

〇企業の社名公表、指導・助言等
・  発注企業ごとの交渉・転嫁の状況の公表、大臣名
での指導・助言（価格交渉月間） （1月にも実施）

〇多段階での連携（下請振興法改正）
・ ３以上の取引段階にある事業者が連携した事業計
画を承認・支援し、１つ先の取引先とも一体の価格
転嫁を促す。

〇頂点企業への要請 （総理 指示）
・ 直接の取引先の更に先まで考慮した価格決定や、
それが隅々まで伝わる情報発信を、各事業所管大
臣から要請。

〇 行政指導の強化（新たな運用）
・ 下請Ｇメン等が「発注者のさらに上位が問題」との
声を把握した場合に協力を要請。

〇 法律適用の拡大
（下請法・振興法改正）

・ 資本金に加え、従業員数も適用基
準に追加し、対象を拡大する方向で
検討。

〇 行政指導の強化
（新たな運用）

・ 下請Ｇメン等が、芳しくない取引実
態を把握した場合には、迅速に注
意喚起。

取引段階 例

課題：頂点から、次の取引階層へ、更に
深い階層への価格転嫁の浸透

課題：サプライチェーンの深い取引
階層への価格転嫁の浸透

課題： コスト上昇時の不十分な価格転嫁へ
の対応。 厳正な法執行
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〇手形利用の禁止、支払迅速化、型
の対象拡大（下請法改正・新たな運用）

以下の方向で検討。
・  手形による代金支払いを禁止。

 電子記録債権などは、支払期日までに満額現金
化できないものは禁止。

・  金型以外（木型・樹脂型・専用治具等）も新たに規
制対象化。
型の所有権の所在にかかわらず、発注側が受注
側に指示する「型の無償保管」を、下請法違反とガ
イドライン等に明示。

○ 知的財産に係る実態調査
（新たな運用）

・  幅広い業種での知財取引の実態調査を行い、各
種ガイドライン等の見直しを検討

〇企業の社名公表等の拡大
（新たな運用）

・ 次回3月の価格交渉促進月間で、新たに、振込手
数料や割引料の受注者負担の実態も調査。 発注
企業ごとに結果公表。

〇多段階での連携・支払改善
（下請振興法改正）

・３以上の取引段階にある事業者が連携した事業
計画を承認・支援し、１つ先の取引先とも一体の
支払条件改善を促す。

〇 行政指導の強化（新たな運用）
・ 下請Ｇメン等が「発注者のさらに上位が問題」との
声を把握した場合に、迅速な協力要請。

課題：下請法対象ではない取引から、
支払期間の短縮、現金払い化

課題： 深い取引階層まで、支払迅
速化等の適正適正を浸透

課題： 支払い期間の更なる短縮、現金払い化。
型取引の適正化。 知財保護の徹底。

新たな取引適正化対策の全体像 ～取引段階ごとの課題への対応～
（２ 価格転嫁以外（代金支払、型取引、知的財産 等）

完成品

メーカー

組立メーカー

（一次下請）

部品メーカー

（二次下請）

部品メーカー

（三次下請）
部品メーカー

（四次下請）

資本金
（例）100億円

資本金
(例）10億円

資本金
（例）３億円超

資本金
（例）5000万円

資本金
（例）2000万円

下請法
対象取引

取引段階 例

〇 法律適用の拡大
（下請法・振興法改正）

・ 資本金に加え、従業員数も適用基
準に追加し、対象を拡大する方向で
検討。

〇 行政指導の強化
（新たな運用）

・下請Ｇメン等が、芳しくない取引実
態を把握した場合には、迅速に注
意喚起。
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～ 個別の企業間取引の是正に加え、業界全体による、業界固有の商慣行に即した、自主的な取引適正化を促進～

〇業界ごとの自主的な取引適正化
・ 29業種・79の業界団体が、それぞれの取引慣行を踏まえた策定済みの自主行動計画に基づき対応。
・  労務費指針など政府の対策を踏まえた適時の計画改訂や、遵守状況の調査など、業界全体で自主的に取り組む。

○ 業界全体での一層の取引適正化の徹底 （総理 指示）

・ 中小企業の価格転嫁、価格転嫁を阻害する商慣習の一掃に向け、各 事業所管大臣が、各業界団体へ以下を要請。
 ① 各業界において、下請法違反が無いかの自主点検や、違反があった場合の不利益の補償
 ② サプライチェーンの頂点となる企業や業界における
・直接の取引先の更に先まで価格転嫁が可能となるような価格決定
・それが隅々まで伝わる情報発信
・「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の遵守の徹底

※各業界団体・企業が同時に取り組むことで、業界横断で取引適正化を徹底

課題：
・ 価格転嫁が厳しい業界あり。 業界構造や、商慣習を踏まえた、業界全体での対応が必要。
・ 業界ごとに、受注者の利益を損ねる商慣習あり。 （例：代金の一定割合を差引く「歩引き」、「協賛金、手数料等の強要」）

新たな取引適正化対策の全体像
（３ 商慣行も含めた、業界全体の課題への対応）

完成品

メーカー

組立メーカー

（一次下請）

部品メーカー

（二次下請）

部品メーカー

（三次下請）
部品メーカー

（四次下請）

資本金
（例）100億円

資本金
(例）10億円

資本金
（例）３億円超

資本金
（例）5000万円

資本金
（例）2000万円

下請法
対象取引



１．価格交渉・価格転嫁の状況

２．価格転嫁の好事例

３．価格転嫁等の実現に向けた取組

（参考）

・生産性向上支援
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